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本稿は, 租税法は各個別税法相互の整合性を考慮して解釈すべきであるとの立場から,
福岡高裁平成21年７月29日判決 (平成21年 (行コ) 第11号, 所得税更正処分等取消請求控
訴事件) [参照条文] 所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号を批判的に検討し
たものである｡ 本稿の構成は次のとおりである｡
１ 事実
２ 福岡高裁平成21年７月29日判決の骨子
３ 保険金の所得課税全体のスキーム
４ 所得税法34条２項・所得税法施行令183条２項２号・所得税基本通達34－４
５ 本件判決の問題点と筆者の考え方
６ 本件の課税処理
１ 事実(１)
Ｘら４名 (Ｘ, その配偶者その他親族をいう｡ 原告・被控訴人 以下単に ｢Ｘら｣ とい
う) の経営する訴外法人は, 被保険者をＸらとし, 保険期間を３年又は５年, 死亡保険金
の受取人を同法人, 満期保険金の受取人をＸらとしたうえで, 保険料の支払についてはＸ
らと同法人とが各２分の１ずつ負担する内容の養老保険 (以下 ｢本件養老保険｣ という)
に加入した｡
訴外法人における支払保険料の経理処理については, 法人負担分である２分の１を損金
処理したが, 他方, 残りの２分の１については, Ｘらに対する貸付金等の科目で経理処理
されたため, Ｘらが負担したものとなっていた｡ また, 上記法人損金処理分の保険料につ
いては, Ｘらの給与所得としては課税 (源泉徴収納付) されていなかった｡
本件養老保険の保険期間が満了した時, Ｘらはいずれも生存していたことから, 平成13
年分ないし平成15年分の満期保険金及び割増保険金 (Ｘら４名で３年間の総額43億7000万
円｡ 以下 ｢本件満期保険金等｣ という) をそれぞれ受領した｡ また, Ｘらは本件満期保険
金等を受領した際に, 訴外法人がＸらに対する貸付金等として処理した金額を返済した｡
Ｘらは, 満期保険金に係る一時所得の金額の計算にあたり, 貸付金等の科目で経理処理
された保険料に (損金経理の) 法人負担分を加えた保険料総額を所得税法 (以下 ｢法｣ と
いう) 34条２項所定の ｢収入を得るために支出した金額｣ として確定申告したところ, 所
轄税務署長から法人負担分の保険料に係る控除を認めない旨の更正処分及び過少申告加算
税の賦課決定処分 (以下 ｢本件更正処分等｣ という) を受けた｡ Ｘらは, 異議申立を行い
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租税法の解釈についての一考察
(福岡高裁平成21年７月29日判決の研究)
今 村 修
 事実は, 横浜国立大学教授 岩崎政明氏の2010年７月16日判例研究会 (法務省) のレジュメを一部修正の上
引用した｡
本件更正処分等の一部取消の異議決定を受けた｡ そこでその余の部分についての取消を求
めて審査請求を行い棄却されたことから, 平成17年12月27日, 国 (被告・被控訴人) に対
して本件更正処分等に係る取消訴訟を提起した｡
原審福岡地裁平成21年１月27日判決は ｢法34条２項は, 一時所得の計算における控除の
対象を……規定しているが, その文言上, 所得者本人が負担した部分に限られるのか, 所
得者以外の者が負担した部分も含まれるのかは, 必ずしも明らかでない｡ そして, 所得税
法施行令183条２項２号本文は, 生命保険契約等に基づく一時金が一時所得となる場合,
保険料又は掛金の 『総額』 を控除できるものと定めており, この文言からすると, 所得者
本人負担分に限らず, 保険料等全額を控除できるとみるのが素直である｡ そして, 同号た
だし書イないしニは, 控除が認められない場合を, 包括的・抽象的文言を用いることなく,
法律と条文を特定して個別具体的に列挙しており, 他に控除が認められない場合が存する
ことをうかがわせる体裁とはなっていない｣ と判じて, 本件更正処分等を違法とする取消
判決を行った｡ 国はこれに控訴した｡
２ 福岡高裁平成21年７月29日判決 [平成21年 (行コ) 第11号] の骨子
福岡高裁平成21年７月29日判決の概要は次の通りである｡
一時所得といっても, その所得発生の態様はさまざまであるので, 不動産所得, 事業
所得及び雑所得 (公的年金等に係るものを除く｡) の必要経費に相当する費用にあたるも
のとして ｢その収入を得るために支出した金額｣ としたうえ, さらに, 括弧書で ｢その収
入を生じた行為をするため, 又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限
る｡｣ の限定を加えたものと思われる｡ しかしながら, 先に述べたとおり, 一時所得につ
いては, その発生態様がさまざまであることからして必要経費が一義的に算出しうるか疑
問があるうえ, 特に生命保険契約等に基づき支払を受ける生命保険金あるいは本件のよう
な養老保険契約等に基づき支払を受ける満期保険金の場合には, 収入と必要経費との関係
が直接的ではないことからして, ｢その収入を得るために支出した金額 (その収入を生じ
た行為をするため, 又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る｡) の
合計額｣ と定義したところで, その文言 (なお, 所得者本人が負担した金額に限るとは規
定していない) だけでは所得者本人が負担した部分に限られるのか, 所得者以外の者が負
担した部分も含まれるのか必ずしも明らかではない｡
所得税法施行令183条２項２号本文は, 所得者本人が負担した部分に限らず, 保険料
全額を控除できるとみるのが素直である｡ 同号ただし書は, 控除が認められない場合を,
包括的・抽象的文言を用いることなく, 法律と条文を特定して個別具体的に列挙しており,
他に控除が認められない場合が存することをうかがわせる体裁とはなっていない｡ (筆者；
例示列挙ではなく, 限定列挙である)
控訴人 (筆者；課税当局) は, 所得税基本通達34－４における所得者の一時所得の計
算上控除できる ｢支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は掛金｣ は, 当該保険料等
につき一時金等の支払を受けた者に対して給与課税される等して, 当該保険料の支払を受
けた者が実質的に負担したものを指すと主張する｡ この控訴人 (筆者；課税当局) のこの
解釈は必ずしも明らかではない所得税法34条２項等の文言を一義的に明らかにするために
出した通達について, 更に文言として表示されていない要件を解釈として付加するもので
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あり, 法律又はその委任のもとに政令や省令において課税要件及び租税の賦課・徴収の手
続に関する定めをなす場合に, その定めは一義的で明確でなければならないという課税要
件明確主義に反する不当な解釈といわなければならない｡
また, 少額非課税であっても控除できるとする所得税基本通達34－４の注書は通達本文
の所得者以外の者が負担した保険料も控除できる旨の原則を確認したものである｡ (所得
控除については少額非課税の給与所得は控除できないことから, 一時所得についても控除
できないとの誤解を招くおそれがあることから, 少額非課税の給与所得は控除できる旨留
意的に述べたものである｡ この注書により, 少額非課税の給与所得を例外的に控除できる
としたものではない｡ 注書がなくても, 少額非課税の給与所得は控除できると解釈すべき
である｡)
所得税法76条１項 (生命保険料控除) 及び所得税基本通達76－４を根拠に, 法人が保
険料を負担しても使用人に給与課税されていない場合には, 使用人の一時所得の計算上そ
の保険料等を控除できないとする主張は, 生命保険料控除と一時所得の計算上の控除は,
別の場面の問題であるからこのような解釈を導き出すことはできない｡ (原審)
法人税基本通達９－３－４のからのうち, 満期保険金が個人の一時所得となるの
はの場合のみであり, この場合, 法人が負担した保険料については従業員等に給与課税
等されている｡ しかし, の場合の取扱いをもって, 従業員等が一時所得の計算上控除で
きる保険料は従業員等に給与課税されたものに限るとの法の趣旨ないし原則を読み取るこ
とは相当ではない｡ (原審)
契約者 (＝保険料支払者) を法人, 被保険者を従業員の家族等, 死亡保険金の受取人
を従業員等, 満期保険金の受取人を法人とする養老保険契約を想定すると法人税基本通達
９－３－４, 相続税法基本通達３－17によれば, 法人が負担した保険料全額を控除で
きることになるところ, これは従業員が法人から保険料相当額の経済的利益を福利厚生と
して享受したものとして, 従業員に課税済みと同視したものであり, 所得税基本通達34－
４の特則であるとの被告 (筆者；課税当局) の主張は, 福利厚生の観点から定められたも
のであるとしても, このような解釈を導くことはできない｡ (原審)
法人損金処理保険料相当部分に対応する満期保険金 (２分の１) については, 役員が
法人から贈与によって取得したものとみるべきであるから, 法人損金処理保険料相当部分
は一時所得の計算上控除できないとする被告 (筆者；課税当局) の主張は, 満期保険金
(２分の１) の受領を直ちに贈与とみることはできないので採用できない｡ (原審)
	本件養老保険契約は通常行われる保険契約とは異なり, 役員がほとんど税負担を負う
ことなしに法人から資金の移転を受けることを企図した不自然な契約形態であるとして,
法人損金処理保険料の控除を認めるべきではないと主張するが, 本件養老保険契約は必ず
しも想定不可能なほど不自然・不合理なものではない｡ また, この契約は法令上許された
契約を締結したことによる結果であり, これが直ちに租税の基本原則に抵触するとか租税
の公平性を害するものということはできない｡ (原審)
原審では, 次のように総括しており, 福岡高裁判決も基本的にこれと同趣旨である｡
所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号の文言を重視すると, 所得者以外の
者が負担した保険料等を, 所得者に対する給与課税の有無にかかわらず控除できるものと
すると解するのが自然であること, 所得税基本通達34－４は, 所得者以外の者が負担した
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保険料等も明確に控除できると規定し, 給与課税の有無によって区別してないこと, その
ような中, 所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号の規定を課税当局のように
限定解釈又は類推解釈することは, 法的安定性, 予測可能性確保の観点から相当性を欠く
といわざるを得ないことなどを総合考慮すると, 養老保険契約に基づく満期保険金が一時
所得となる場合, 所得者以外の者が負担した保険料も控除できると解するのが相当である｡
(原審)
３ 保険金の所得課税全体のスキーム
本件は所得税法34条２項の解釈を巡る問題であると同時に, 保険金 (所得) 課税の問題
である｡ 保険金課税は所得税だけではなく法人税, 相続税 (贈与税) にも関係するところ
から, 本件は保険金の所得課税全体のスキームも考慮すべきであると考える｡ 保険金の課
税関係を総合的に捉えるには, これを保険料負担者(２)と保険金受取人の関係として捉える
のが適切であろう｡ 即ち, １) 保険料負担者と保険金受取人が同じ者である場合と２) 保
険料負担者と保険金受取人が異なる者である場合の課税関係に分けて整理すべきであろう｡
(このうち本件に関して専ら検討すべきは, ２) のうち保険料負担者が法人, 保険金受取
人が役員・使用人等のケースである｡)
これらは更に, 保険料負担者と保険金受取人をそれぞれ個人・法人として課税関係を次
のように分けられよう｡
１ 保険料負担者と保険金受取人が同じ者である場合
 両者とも個人の場合
 両者とも法人の場合
２ 保険料負担者と保険金受取人が異なる者である場合
 保険料負担者と保険金受取人の両者とも個人の場合
 保険料負担者と保険金受取人の両者とも法人の場合
 保険料負担者が個人 (役員・使用人等) で保険金受取人が法人の場合
 保険料負担者が法人 (企業) で保険金受取人が個人 (役員・使用人等)(３)の場合
(本件のケース)
１ 保険料負担者と保険金受取人が同じ者である場合
は所得税法プロパーの分野である｡
保険料が所得控除又は経費, 保険金が所得の種類の問題として検討される｡
は法人税法プロパーの分野である｡
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 ここでいう保険料負担者は事実認定の問題ではない｡ 即ち, 贈与税において, 子供が保険料を支払い, 子供
が保険金を受取るケースについて, 子供は父親から保険料の贈与を受けたのか, それとも保険金の贈与を受
けたのかが事実認定の問題としてしばしば取り上げられることがあるが, このような事実認定の問題ではな
い｡ ここで論じられるのは, 保険金の課税関係を組み立てるに当たって, 保険料支払者は上記スキームの課
税関係の上で保険料負担者に当たるかどうかという問題である｡
 保険料負担者及び保険金受取人についての用語は, 法人税基本通達・所得税基本通達・相続税法基本通達で
それぞれ異なっているが, 実質的にはほぼ同様のことを意味しており, 筆者の議論の展開・見解にはこれら
の相異は影響しない｡ 先の通達の順に保険料負担者及び保険金受取人について使用されている用語を示せば
次の通りである｡ 法人・使用者・雇用主, 役員又は使用人 (これらの親族を含む)・役員又は使用人・従業員
又は役員 (これらの親族を含む) 本稿では保険料負担者を法人, 保険金受取人を役員・使用人等とした｡
保険料の損金計上の時期の問題として検討される｡
２ 保険料負担者と保険金受取人が異なる者である場合
理論的に考えれば, 保険料負担者と保険金受取人が異なる場合の課税の仕組みの選択肢
は, 保険料又は保険金のいずれかを保険料負担者から保険金受取人に移転させるか又は移
転させないかであろう｡ 保険料を移転させなければ, 本件に即していえば, 法人から保険
金そのものを贈与 (寄附) の形で役員・使用人等が取得したということになろう｡
は, 相続税法３条・５条に規定されている｡ みなし相続 (贈与) 財産の規定である｡
ここでは, 保険金受取人が保険金そのものを保険料負担者から無償で取得した (即ち, 保
険金そのものが保険料負担者から保険金受取人に (無償で) 移転した) と構成されている｡
保険料負担者をそのままにしておいて課税関係が組み立てられている｡ このようにしてい
るのは, 保険料を移転しようとしても, 移転するとする合理的な理由がないからである｡
仮に保険料を保険金受取人が負担したものとする場合, その理由は保険料の贈与としか考
えられない｡ しかし, 当事者間に贈与の意思 (実態) がない以上, 保険料を保険金受取人
が負担したものとすることはできないからである｡
については, 特段規定がない｡ このような取引は, 現実的・実際的ではないと考え
られているからであろうか｡ 実例もあまりないのではないだろうか｡
については法人税基本通達・所得税基本通達・相続税法基本通達(４)により規定されて
いる｡ これらの通達は典型的なケースについて保険金の種類別に規定されているが, すべ
てのケースについて網羅されているわけではない｡
保険料負担者が法人 (企業) で保険金受取人が個人 (役員・使用人等) の場合
１ については, 法人により支払われた保険料を保険金受取人が負担したものと擬制し
・・・
て課税関係を律している｡ 法人税基本通達と所得税基本通達とは保険料の取り扱いにつ
・
いて表裏の関係にあり, これらの通達は個々の通達別に対応関係をみることができる｡
法人税基本通達は保険料について支払サイド (法人) の課税関係, 所得税基本通達は受
取サイド (役員・使用人等) の課税関係を規定している｡ (個々の通達の概要・両通達
の対応関係については [参考] を参照されたい｡) この場合, 所得税基本通達も法人税
基本通達もそして相続税法基本通達も, 全体として, 整合性を持って統一的に制定され
ている｡ 従って, 通達の解釈に当っても, 一つの通達, 一つの文言だけを取り出して整
合性のない文言解釈を行うことは慎まなければならない｡
２ さて, 保険料負担者が法人で保険金受取人が個人 (役員・使用人等) の場合, 法人
税基本通達 (及びこれと対応関係にある所得税基本通達そして相続税法基本通達) はど
のような考え方で定められているのかを, 次に述べることとする｡
保険料負担者が法人で保険金受取人が個人 (役員・使用人等) の場合の保険料の取扱
いを定めた法人税基本通達９－３－４～９－３－６の２及び法人税個別通達 (平成２年
５月30日付直審４－19) を総合すると, 次のような基本的な線を読み取ることができよ
う｡
 保険金が死亡保険金, 定期保険金, 傷害保険金 (法人税基本通達では傷害等特約)
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 相続税法基本通達は, 法人税基本通達・所得税基本通達とは視点が異なる｡ 後者の焦点が保険料の取扱いで
あるのに対して, 前者の焦点は保険金の取扱いである｡ [参考] を参照されたい｡
の場合, 保険料は原則として福利厚生費である(５)｡ ただし, 特定の者のみを被保険者
としている場合は給与である｡
わが国の法人 (企業) では, 役員・使用人等 (従業員等) に対して役員・使用人又
はその親族等の死亡, 疾病, 傷害等に際して, 福利厚生の観点から, お見舞い, 香典
等を供与することが多いが, これらは福利厚生費として処理されていること等を考慮
したものであろう｡
 保険金が満期 (生存) 保険金, 個人年金保険金の場合, 保険料は給与である｡
保険料の貯蓄性に着目して, 給与とされたものと考えられる｡
このように保険料を移転させた (役員・使用人等の負担とした) のが通達の規定である｡
移転させる取扱いにするか否かは, そこに合理的な理由があるかないかによる｡ 法人が役
員・使用人のために保険料を負担するのは fringe benefit という合理的な理由があるから
である｡ (保険料負担者と保険金受取人が異なる場合というのは, 通常のケースではない｡
通常のケースであれば特段の規定は不要であろう｡ 通常のケースではないからこそ, みな
し相続 (贈与) 財産の規定が設けられ, 保険料負担者を役員・使用人等とする規定が定め
られているのである｡)
以上を敷衍すれば, 保険料負担者が法人の場合, 保険料を役員・使用人に対する fringe
benefit とすることについて一定の経済合理性があれば, そのように扱うという趣旨であ
る｡ 法人の支払う保険料は, 役員・使用人に対する fringe benefit であり, この fringe
benefit というパイプを通じて役員・使用人を負担者とするものである(６)｡ この通達の規
定はいわば ｢みなし負担者(７)｣ ともいうべき規定である｡ そして, fringe benefit の中で
給与として取り扱うことが難しいものについて, 福利厚生費としたに過ぎない(８)｡ 福利厚
生の一環として (又は (死亡) 退職金の原資にするため(９)) そのようなことが行われてい
る企業の実態を踏まえたものということができる｡ 法人が負担する保険料は, 同じく
fringe benefit とされている他の損金 (経費) と較べても突出した感じや, 違和感はない｡
このような取扱いには, 法人というものに対する法人税法の考え方が潜んでいると考えら
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 この線でいくと, 法人税基本通達９－３－４は, 給与とされておりやや外れている｡
ただ, 法人税基本通達９－３－４は死亡保険金・満期 (生存) 保険金ともに役員・使用人等が受取るケー
スについての規定であるが, このうち満期 (生存) 保険金の方を重視して定められたものではないかと考え
られる｡ ただ, 給与にするにしても福利厚生費にするにしても fringe benefit として捉えられている点につい
ては変わりはない｡
 保険料が給与にも福利厚生費にもならないもの要するに fringe benefit にならないとする考え方, 即ち保険料
を役員・使用人に無償で供与する (贈与・寄附) という考え方はこれらの通達の枠外である｡
 これは, 本稿における筆者独自の用語である｡
 給与であれば, 役員・使用人が一旦給与として受け取り, それから保険料を支払うという擬制を設けること
によって保険料負担者＝役員・使用人いう説明が容易であるが, 福利厚生費・香典等の場合にはこのような
説明が困難である｡ しかしながら, 給与・福利厚生費・香典等の区分けは境界線が鮮明でなく相対的なもの
であり, いずれも fringe benefit であることには相異なく, 違いは役員＝使用人に対して課税されるか課税さ
れないかだけである｡ 本来からいえば, 給与として課税されるべきであるのに, 社会通念により (課税され
ない) 福利厚生費・香典等としたまでのことではないかと考えられる｡
 (死亡) 退職金の原資にするためのケースについては, ここでは論及しないこととする｡ 本件とは, やや異な
るからである｡
れる｡ 即ち, 法人は, 経済合理性のない取引は行わないとする考え方である｡ そこで, 従
業員の受け取る保険金について法人の負担する保険料の負担に経済合理性を求めれば, そ
れは fringe benefit 以外には考えられないとするものである｡
したがって, 保険料を fringe benefit とすることについて一定の経済合理性がないもの
については, もとに戻って保険料の負担者は法人自身ということになる｡ この場合には保
険金受取人＝従業員は, 保険会社から一時所得として受けとったものではなく, 保険料負
担者である法人から贈与 (一時所得) として受取ったと解すべきであろう｡
所得者課税保険料の控除の理由
一時所得の計算上, 所得者以外の者が負担した保険料のうち所得者が課税された保険料
のみが控除されるとする見解 (筆者はこれに賛成) については, これまでのところ, 議論
をしていない｡ そこで, 役員・使用人 (従業員) の負担とされたもののうち, 何故, 給与
所得とされたものだけが一時所得の計算上控除される取扱いにしているのかについて次に
検討する｡ 福利厚生費の保険料の控除を認めないとする理由は, 判然としない｡ 福利厚生
費とされる保険料の控除も認めるというのも理論的にはありうる｡ 給与としての保険料の
控除が認められ, 福利厚生費としての保険料の控除が認められないとするのは必ずしも理
論的といえないのではないか｡ もともといずれも同じ性格のもの (fringe benefit) であ
るからである｡ 両者の差異は, 給与は役員・使用人に課税され, 福利厚生費は課税されな
いという点だけである(10)｡ しかしながら, 租税負担としてこの差異は小さくはない｡ 課税
もされずに, 控除を認めるというのは過度に優遇と考えられたのではないか｡ この控除に
ついて, 逆に保険金受取人である役員・使用人の (所得) 課税対象にならない保険料 (福
利厚生費) ＝収入にまで控除を認めるのは, 保険金受取人の負担であればすべて控除する
こととなり, 行き過ぎであり適当でない｡ 課税されたもののみが控除されるという取扱い
については一定の合理性があり, 特に公平の観点から首肯できるところである｡ また, 同
じく福利厚生費の一環として供与される役員・使用人に対する香典については, 課税しな
いとしている (所得税基本通達９－23・相続税法基本通達21の３－９) ので, 一時所得の
計算上控除されないことになる｡
[参考] 法人税基本通達・所得税基本通達の概要・両通達の対応関係
[養老保険] 法人税基本通達９－３－４・所得税基本通達36－31
 受取人＝法人
保険契約終了 (保険事故の発生, 保険契約の解除・失効) まで資産計上
傷害等特約；期間の経過に応じて損金算入
 受取人＝被保険者又はその遺族
給与
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 先述したように, 福利厚生費は, 本来は課税すべきところ少額不追及の観点から課税しないとされたに過ぎ
ないことを想い起こす必要がある｡ 注２) で取り上げた贈与税の事例について付言すれば, 保険金受取人
(子) に対して保険料について (保険料負担者である親から保険料の贈与を受けたとして) 贈与税が課されて
はじめて, 保険金の一時所得の計算上, 贈与税が課税された保険料は経費として控除されるものである｡
傷害等特約；原則 福利厚生費 (期間の経過に応じて損金算入)
例外 (特定の者のみ) 給与 (期間の経過に応じて損金算入)
 受取人①満期 (生存) 保険金(11)の部分＝法人 ②死亡保険金の部分＝遺族
①相当部分 １／２ (簡便法) 資産計上
②相当部分 １／２ (簡便法)
原則 福利厚生費 (経過に応じて損金算入)
例外 (特定の者のみ) 給与 (経過に応じて損金算入)
傷害等特約；期間の経過に応じて損金算入
個人年金保険 (平成２年５月30日付直審４－19)
 受取人＝法人
保険契約終了 (保険事故の発生, 保険契約の解除・失効) まで資産計上
 受取人＝被保険者又はその遺族
給与
 受取人①満期 (生存) 保険金の受取人＝法人 ②死亡保険金の受取人＝遺族
①相当部分 １／２ (簡便法) 資産計上
②相当部分 １／２ (簡便法)
原則 福利厚生費 (経過に応じて損金算入)
例外 (特定の者のみ) 給与 (経過に応じて損金算入)
[定期保険] 法人税基本通達９－３－５・所得税基本通達36－31の２
 受取人＝法人
期間の経過に応じて損金算入
傷害等特約；期間の経過に応じて損金算入
 受取人＝被保険者又はその遺族
原則 福利厚生費 (期間の経過に応じて損金算入)
例外 給与 (特定の者のみ) (期間の経過に応じて損金算入)
傷害等特約；原則 福利厚生費 (期間の経過に応じて損金算入)
例外 給与 (特定の者のみ) (期間の経過に応じて損金算入)
[定期付養老保険] 法人税基本通達９－３－６・所得税基本通達36－31の３
 養老保険と定期保険の保険料が区分されている場合
それぞれの部分について法人税基本通達９－３－４, 法人税基本通達９－３－５
 養老保険と定期保険の保険料が区分されていない場合
保険料全体を養老保険の保険料とみて法人税基本通達９－３－４
[傷害等特約] 法人税基本通達９－３－６の２・所得税基本通達36－31の４
 受取人＝法人
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 法人税基本通達では生存保険金とされているが, 本件では満期保険金とされているのでこのような表現にし
た｡
期間の経過に応じて損金算入
傷害等特約；期間の経過に応じて損金算入
 受取人＝被保険者又はその遺族
原則 福利厚生費 (期間の経過に応じて損金算入)
例外 (特定の者のみ) 給与 (期間の経過に応じて損金算入)
[付論１] 満期 (生存) 保険金の受取人が役員・使用人のケースについて
満期 (生存) 保険金の受取人が役員・使用人であるケースについて考えてみたい｡ これ
は明らかに, 法人から役員・使用人への所得の移転であり, 現金等の資産を贈与・寄付す
るのと同じである｡ そのような贈与・寄付が行われるのは, その底に雇用関係又は委任関
係が存するからであると考えられており, このことからその保険料は給与とされている｡ 即
ち, 満期 (生存) 保険金・死亡保険金ともに受取人が役員・使用人又はその遺族である場
合には給与とする扱いである｡ (法人税基本通達９－３－４・所得税基本通達36－31)
[付論２] 相続税法基本通達３－17について
相続税法基本通達３－17は, 法人税基本通達９－３－５・所得税基本通達36－31の２
とほぼ同じケースについての規定である｡ 同じではなくほぼ同じとしたのは, 法人税基本
通達・所得税基本通達は保険料の扱いを相続税法基本通達は保険金の扱いを問題としてい
るからである｡ また, 法人税基本通達・所得税基本通達が ｢受取人が被保険者 (役員又は
従業員 (これらの者の親族を含む)) の遺族である場合｣ と保険の契約時点又は保険料の
支払の時点での保険金受取人とされているのに対して, 相続税法基本通達は ｢…保険金を
取得した場合｣ と保険金の取得時点での保険金受取人としている点に違いがある｡ このよ
うな違いが出るのは当然であろう｡ このような違いがあっても, 雇用主 (法人) が, 自己
を契約者とし, 従業員・役員 (これらの者の親族を含む) を被保険者とする生命保険等の
保険料を支払い, 保険金受取人が被保険者又はその遺族等である場合の支払保険料につい
ての基本的な考え方は ｢当該従業員が負担していたもの｣ とする考え方である｡ 先述の３
｢保険金の所得課税全体のスキーム｣ でいえば, 当該従業員を保険料負担者とする考え方
である｡ この考え方は法人税基本通達・所得税基本通達と同じである(12)｡
４ 所得税法34条２項・所得税法施行令183条２項２号・所得税基本通達34－５
前章において, 保険料負担者と保険金受取人が異なる場合の所得課税 (所得税・法人税・
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 この点について, ｢平成22年度版相続税法基本通達逐条解説｣ 加藤千博編 大蔵財務協会 2010年 92ページ
は次のように説明している｡ ｢雇用主が従業員のために負担していた保険料について, その保険契約に係る保
険事故 (死亡) が発生した場合の取扱いを定めたものであるが, これは所得税や法人税の取扱いにおいて,
使用者を契約者とし, 従業員 (役員及びこれらの者の親族を含む｡) を被保険者とする養老保険等の保険料を
支払った場合で, 保険金受取人が被保険者又はその遺族である場合には, その支払った保険料の額は当該従
業員に対する給与等とされていることとの平仄を合わせたものである｡ なお, 所得税や法人税の取扱いでは,
保険金受取人が被保険者又はその遺族であっても, 一定の要件のもとに従業員に対する給与等として取り扱
わない場合がある｡ このような場合であっても, 従業員は使用者からその保険料相当額の経済的利益を実質
的には, いわば福利厚生として享受したものとみるべきであることから, その保険料は実質的に従業員自ら
負担していたものとする考え方によるものである｡｣
相続税 (贈与税)) 全般について通達により統一的に示されてされている考えを示したが,
果して所得税法・所得税法施行令・通達の文言 (規定) から, この考え方を読みとること
ができるか又はこの考え方と矛盾・齟齬はないかについて次に検討する｡ 具体的には, 法
人損金 (非給与・非福利厚生費) 処理の保険料が, 所得税法34条２項の ｢収入を得るため
に支出した金額｣ に当たるか否かを, 所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号,
所得税基本通達34－４について検討する｡
 所得税法34条２項 判決は, 次のように述べている｡ ｢所得税法34条２項は, 一時所
所得における控除対象を 『その収入を得るために支出した金額 (その収入を生じた行為を
するため, 又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る｡) の合計額』
と定義したところで, その文言 (なお, 所得者本人が負担した金額に限るとは規定してい
ない) だけでは所得者本人が負担した部分に限られるのか, 所得者以外の者が負担した部
分も含まれるのか必ずしも明らかではない｡｣ 判決は, このように所得税法34条２項につ
いて所得者以外の者が負担した部分も含まれるか否か明らかではないとしている｡
｢その収入を得るために支出した金額｣ という文言を, ｢その収入を得る者｣ を所得者
｢支出した者｣ を所得者及び (又は) 所得者以外の者と解釈するのは, いかに日本語とい
う言語がしばしば主語を省くとはいっても, かなり無理があるのではないか｡ それでは,
所得税法34条２項には何故 ｢自己の負担する｣ の文言がないのか｡ それは, 所得者以外の
者が負担した部分も含まれないのは当然のことであって, その文言が殊更必要ないと考え
られるからである｡ 個人の所得金額を計算するに当たって, 個人の得る収入からその個人
・・・・
の負担する経費を控除するというのは, 所得計算の基本であり, 本件で問題になっている
・
のは正しくその所得計算の基本の部分である｡
所得税法34条２項の条文は次のとおりである｡ ｢一時所得の金額は, その年中の所得に
係る総収入金額からその収入を得るために支出した金額 (その収入を生じた行為をするた
め, 又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る｡) の合計額を控除し,
その残額から一時所得の特別控除額を控除した金額とする｡｣ この条文のように○○所得
の金額の算出過程を表現 (規定) する文章で用いられている ｢控除項目｣ (34条第２項で
は ｢支出した金額｣ (及び ｢特別控除額｣)) には, 支出する者を示す文言即ち主語, 例え
ば, ｢自己の｣ のような文言は付されていない｡ これはその他の９種類の所得について例
外なく言えることである｡ これに対して, ｢控除項目｣ そのもの (の内容) がメインテー
マの条文には, 冒頭に ｢居住者が支出し又は納付する…｣ (所得税法45条１項 【家事関連
費等の必要経費不算入】) ｢居住者が…医療費を支払った場合において…｣ (所得税法73条
１項 【医療費控除】) というように, 支出者 (納付者・支払者) が明示されている｡
ここから, 次のことが言えよう｡
１) 所得の金額の算出過程の規定には, ｢控除項目｣ について支出する者を示す文言は,
10種類すべての所得について付されていない｡ 所得の金額の算出過程の規定であるか
ら, ｢自己が支払った｣ とするのは, 当然のことでもあり煩瑣にもなることから省略
されたものと考えられる｡ 一時所得についてだけが支出した金額について ｢居住者
(自己)｣ という限定の文言がないのではない｡ 逆に, そういう限定はすべての種類の
所得について付されていないのに, 一時所得についてだけそのような解釈をするのは
理由がないばかりか, 著しく公平を欠く｡
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２) 他方, ｢控除項目｣ そのものがメインテーマの条文は, 日本文の構成の観点からだ
けでなく, 内容的にも主語の表記は避けられないどころか必須のことであり支出者
(納付者・支払者) を確認し, 限定する意味で, 例えば ｢居住者が支出し又は納付す
る…｣ の書出しになったものである｡
 所得税法施行令183条２項２号 判決 (原審) は次のように述べている｡ ｢所得税法施
行令183条２項２号本文は, 生命保険契約等に基づく一時金が一時所得となる場合, 保険
料又は掛金の 『総額』 を控除できるものと定めており, この文言からすると, 所得者本人
負担部分に限らず, 保険料総額全額を控除できるとみるのが素直である｡ そして, 同号た
だし書イないしニは, 控除が認められない場合を, 包括的・抽象的文言を用いることなく,
法律と条文を特定して個別具体的に列挙しており, 他に控除が認められない場合が存する
ことをうかがわせる体裁とはなっていない｡ (筆者；例示列挙ではなく, 限定列挙である)｣
上記判決文の後半部分の同号ただし書に言及された部分には異論はないが, 前半部分に
ついては, の所得税法34条２項についての筆者の解釈からすれば, ここに言う ｢総額｣
とは数回にわたって所得者本人によって支払われたものの合計の意味であり, このように
・・・・・
限定して解釈するのがむしろ素直ではないかと考えるものである｡
 所得税基本通達34－４ 判決 (原審) は次のように述べている｡ ｢所得税基本通達34－
４も, 明確に, 控除しうる金額には ｢支払を受ける者以外の者が負担した保険料は又は掛
金の額 (これらの金額のうち, …の金額を除く｡) も含まれる｡｣ と規定しており, 括弧書
で除かれた部分以外に控除しうる金額が限定される場合があると読み取ることは困難であ
る｡｣ 筆者の理解は, 判決とは異なり, 所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号
からは, 所得者以外の者が負担した部分も含まれるとは解釈できないところ, 法人税基本
通達・相続税法基本通達との整合性もあり通達段階において創設的に, 控除対象を所得者
以外の者が負担した部分に拡大したものと解釈するものである｡ (所得税法34条２項の解
釈を納税者有利に緩めたものである｡)
通達34－４の注書については, 判決は次のように述べている｡ ｢少額非課税とされた生
命保険料等については生命保険料控除の対象とはならない (同通達76－４の注書き参照)
ので, 注書きがなければ一時所得の計算上も控除できないとの誤解を受ける恐れがあるこ
とからあえて原則 (本文) どおり控除できることを規定した確定的なものであり, 注書き
によって本文の例外を定めたものとみることになる被告の主張は採用できない｡｣ 判決は,
このように注書について, 所得税法施行令183条２項２号と通達本文を確認したものとし
ているが, 何故, このことをここで確認する必要があるのかいささか説得力に欠ける｡ こ
れを別の観点からいえば, この説明ぶりでは注と通達本文との (解釈上の) 関係性が薄く
到底説得的とはいえない｡ これに対して, 筆者の見解は, 注書は通達本文の解釈である
｢課税されたもののみが控除される｣ という点について, 少額非課税の給与についても課
税されたものとする, 即ち, 経費控除の局面では課税されたのと同じ扱いにするというこ
とを (納税者有利に) 確認したものである｡ 換言すれば, (課税対象である) 給与とされ
たものについては実際に課税されると否とにかかわらず (少額非課税であっても) 控除を
認めることを念のために確認したに過ぎないと解すべきであると考える(13)｡
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 ただ, 所得控除の場合には, 実際に課税されなければ控除できないとされているがこの点の相違 (特にその
理由) については, 興味深い論点であるが, 本稿の範囲を超えるので触れない｡
また, 判決は次のように述べている｡ ｢控訴人は, 所得税基本通達34－４における所得
者の一時所得の金額の計算上控除できる 『支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は
掛金』 は, 当該保険料の支払を受けた者に対して給与課税される等して, 当該保険料の支
払を受けた者が実質的に負担したものを指すと主張する｡ しかし, 控訴人の上記解釈は,
必ずしも明らかではない所得税法34条２項等の文言を一義的明らかにするために出した通
達について, 更に文言として表示されていない要件を解釈と称して付加するものであり,
法律又はその委任のもとに政令や省令において課税要件及び租税の賦課・徴収の手続に関
する定めをなす場合に, その定めはなるべく一義的で明確でなければならないという課税
要件主義に反する解釈といわなければならない｡｣
(ただ保険金受取人が課税される (給与とされた) 保険料のみが控除されるとする筆者
の見解 (判決で否認されている) については, 判決で指摘されているように所得税基本通
達34－４本文だけから読み取るのは困難であることは認めざるを得ない｡)
以上みてきたように, ・所得税法34条２項, 所得税法施行令34条２項, 所得税基本通達
34－４の文言を検討したが, 法人損金 (非給与・非福利厚生費) 処理保険料が, 所得税法
34条２項の ｢収入を得るために支出した金額｣ に当たると解釈できるとはいえない｡
ただ, 所得税法34条２項の解釈を廻って通達を軸に議論が展開することについては違和
感を覚える｡
最後に, 所得税法34条２項, 所得税法施行令34条２項, 所得税基本通達34－４に関して,
所得者以外の者が負担した保険料の控除についての判決の筆者の見解の比較を次に示して
おく｡
５ 判決の問題点と筆者の考え方
控訴審で控訴人 (課税当局) は次のように主張している｡ ｢本件満期保険金に係る一時
所得の計算上, 法人損金処理保険料を控除できるとすることは, 結論においても不合理で
ある｡ 法人損金処理保険料については, Ｄ等が支出した時点で, 同法人において 『保険料』
として損金処理されているのであるから, 原判決が判示するように, これを更に被控訴人
らの本件満期保険金等に係る一時所得の計算上, 控除するというのであれば, 同一の保険
料について税法上いわば二重の控除を認めることになり不合理である｡｣ 原審においても,
控訴審においても判決はこの点について特に判断を示しておらず, 専ら租税法律主義の観
点から国民生活の法的安定性と予測可能性の保障を述べるにとどまっている｡
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所得税法34条
２項
所得税法施行令
183条２項２号
所得税基本通達34－４ 所得税基本通達34－４
注
判決
明らかでない (同号ただし書
以外は) 無限定
に控除できる
無限定に控除できる 所得税法施行令183条
２項２号と所得控除の
場合との相違の確認
筆者
控除できない 控除できない 保険金受取人が課税さ
れた保険料のみ控除で
きる｡
通達本文の (内容的な)
確認
この点について, 租税法は所得課税 (所得税・法人税・相続税・贈与税) 制度全体の中
で不都合が生じないような解釈をすべきあるという立場から, 所得課税における法人税・
所得税・相続税の demarcation (法人税・所得税・相続税の相互代替性) に立ち戻り, 二
重課税・二重控除の排除について論じることとする｡
 判決は, 二重課税の裏返しである二重控除(14)を容認しており, このような租税法解
釈は, 結論においても妥当ではない｡ この判決であれば, 一つの支出・負担が個人と法人
とで二重に控除されるのを容認することになる｡ 二重控除に否認は, いわば租税法の条理
とも言うべきであって, 明文の規定のない限り遵守すべきであろう｡ これに反する解釈は
許されず, 租税法の基本原則に反し, 公平性を害するものといえよう｡ これは, いわゆる
脱税工作金の損金算入が否認されるのは条理上当然とされた判決(15)とも通底するのではな
いか｡
 法人税・所得税・相続税には, 相互に代替性がありこれらの租税が重ねて課される
ことはない｡ ある所得がこれらの租税の間で重なることはなく, 隙間が生じることもない｡
過不足なる課税されるべきである｡ 所得が重なることはなく隙間が生じることもないとい
うことはこれを構成する収入は二重に課税されることはなく, 経費も二重に控除されるこ
とはなく, 隙間が生じることもないということを意味している｡
 法人税は法人に属する所得に課される法人 (所得) 税であり (法人税法５条), 所
得税は個人に属する所得に課される (個人) 所得税である (所得税法７条)｡ 相続税 (贈
与税) は, 個人に属する所得のうち, 特定の事由 (相続・遺贈・(個人からの) 贈与) に
より取得する財産に対して課される“所得税”であり (相続税法１条の３, １条の４),
その財産の取得によりその者に帰属する所得(16)について所得税は課されない｡ このことに
ついて異論はないと考えられる｡
 これを現行租税法に根拠を求めるとなると即ち租税法律主義に則って説明するとな
るとどういうことになるのであろうか｡ 法人税は法人に属する所得に課される法人 (所得)
税であることは法人税法５条に, 所得税は個人に属する所得に課される (個人) 所得税で
ある所得税法７条に, そして相続税 (贈与税) は特定の事由 (相続・遺贈・(個人からの)
贈与) により取得する財産に対して課される租税であることは相続税法１条の３, 相続税
法Ⅰ条の４に規定されている｡
しかしながら, 法人税・所得税・相続税には, 相互に代替性がありこれらの租税が重ね
て課されることはないについては, 規定がやや複雑である｡ ①まず, 所得税・相続税間の
二重課税排除・相互代替性については明文の規定 (所得税法９条１項15号(17)) がある｡ ②
法人税・相続税間の二重課税排除・相互代替性については, 相続税法66条１項において法
人税・相続税の重複課税を規定する反面, 同５項(18)により相続税額からの法人税額の控除
を規定する(19)ことにより, 結果として法人税・相続税の二重課税の排除即ち両税の相互代
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 二重課税と二重控除は方向は正反対であるが, 同義である｡
 東京高判昭和63年11月28日判決, 最高判平成６年９月16日判決
 平成22年７月６日最高裁判決平成20 (行ヒ) 16
	 この規定により, 特定の事由 (相続・遺贈・(個人からの) 贈与) による財産の取得により生じる所得につい
ては, 相続税又は贈与税は所得税に優先して課されることになる｡

 いわゆる法人信託についても同様の規定がみられる｡ (相続税法９条の４・４項)
替性を裏から規定する形になっている｡ ③ところが, 法人税・所得税間の相互代替性につ
いては規定が存在しない｡ これは次にように説明できる｡ 所得税の課税対象は包括的であ
り, 特定の事由 (相続・遺贈・(個人からの) 贈与) により取得する財産により生じる所
得も当然に, 現行所得税法上課税対象となる｡ そこで, 所得税法９条１項15号がなければ,
所得税・相続税 (贈与税) の二重課税が生じることになる｡ このことから, 所得税法９条
１項15号が設けられている｡ これに対して, 所得税・法人税間においてはこのようなこと
は起こり得ない｡ また, 法人税・相続税間における相続税法66条のような租税回避行為防
止規定もない｡ 従って, 所得税・法人税間の二重課税については理論上も有り得ないと考
えられている｡ というのは, 個人と法人とのいずれに所得が属するかは事実認定の問題で
あり, 理論上はありえない｡ ここの区別には, もともと重複は有り得ない, 生じ得ないと
考えられているからである｡ 従って, 法人税・所得税間の相互代替性については規定が存
在しない｡
結論として, 所得税・相続税 (贈与税)・法人税は同じく所得を課税物件とする所得税
であるから, これらの間で二重課税 (控除) を認めることは許されないと解すべきであろ
う｡ このことは条理とも言うべきではないか｡
なお, 福岡地裁判決は次のように判示している｡ ｢被告 (筆者；課税当局) は, 本件養
老保険契約は通常行われる保険契約と異なり, 原告ら (筆者；役員) がほとんど税負担を
負うことなく, 太陽等 (筆者；法人) から資金の移転を受けることを企図した不自然な契
約形態であるとして, 法人損金処理保険料の控除を認めるべきではないと主張する｡ しか
し, 本件養老保険契約のように, 契約者を法人, 被保険者を従業員等, 死亡保険金の受取
人を法人, 満期保険金の受取人を従業員等とする契約は, 必ずしも想定不可能なほど不自
然・不合理なものといえないものであり, 被告 (筆者；課税当局) の上記主張は採用でき
ない｡ 確かに, 本件で原告ら (筆者；役員) が法人損金処理保険料を控除することを認め
れば, 原告ら (筆者；役員) がほとんど税負担を負わずに太陽等 (筆者；法人) から資金
の移転を受けることができることになるが, それは法令上許された契約を締結したことに
よる結果であって, これが直ちに租税の基本原則に抵触するとか, 租税の公平性を害する
ものということはできない｡｣ 筆者は, この点については賛成である｡ 即ち, 単に租税回
避というだけでは納税者の課税処理を否認はできず, 規定の不備が指摘されるということ
にとどまるのではないか｡ 行き過ぎた節税だけを理由とする否認には賛成しがたいからで
ある｡
６ 事件の課税処理―課税庁の処理の支持
本件の契約は, 法人税基本通達・所得税基本通達・相続税法基本通達には直接規定され
ていない｡ 本件を通達の中にどのように位置づけられるのかを次に考えてみたい｡
法人受取分は法人 (自体の) の損金に算入されており問題はない｡ この法人の損金は法
人受取分に対応するとの前提のもとでの理解である｡ また, 役員受取分は fringe benefit
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 相続税法66条の規定は, 法人を通じた相続税 (贈与税) 租税回避の防止措置として一定の場合には, 法人に
相続税 (贈与税) を課することとしたものである｡ この場合, 二重課税が生じることになることから税額控
除の方法によりその排除を図ったものである｡
というパイプを経由することなく, 直に役員の負担となっているのでこの処理をこのまま
受け入れて何ら問題はない｡ 即ち, 法人の負担した保険料は, 保険料支払の段階での予定
された生命保険金の受取人 (法人) に対応するものであり, 個人の (貸付金等・返済を通
じて) 負担した保険料は, 保険料支払の段階での予定された生存保険金の受取人 (役員)
に対応するものである｡ また, ２分の１ずつという割合の処理も問題にならないこともな
いが, 法人税基本通達９－３－４と一応符号しているところから, この納税者の税務処
理を否認するとまではいかないのではないか｡
福岡地裁判決の最後半部分に述べられている法人税基本通達９－３－４相続税法基本
通達３－17により, ｢従業員の一時所得の計算上, 法人が負担した保険料全額を控除で
きることになるところ｣ のくだりは全く理解できない｡ 相続税法基本通達３－17の ｢当
該従業員が負担していたものとして｣ はそのようにみなして, 課税関係を組み立てと言っ
ているだけである｡ 控除できるか否かには全く言及していない｡ より具体的にいえば, こ
こでは従業員が受取る保険金に対応する (雇用主が負担した) 保険料は, (その従業員に
対する福利厚生費として扱うことによって) 従業員が負担したことにして保険金の課税関
係を組み立てるとしているだけである｡ 相続税法３条５条・相続税法基本通達３－17は保
険金の課税上の取扱いを問題としている (問題とした結果, 相続税・贈与税の課税関係は
ないということとした(20)) のであるから, そのポイントは保険金の課税関係であり保険料
の課税関係ではない(21)｡ こういう解釈であるから文言も, 現行の ｢当該従業員が負担して
いたものとして｣ で十分ではないかと考える｡ 相続税法基本通達３－17の ｢当該従業員が
負担していたものとして｣ とは ｢負担していたものと考えて｣ の意味であり, 相続税法基
本通達に所得税の所得の計算上の控除についてまで規定するのは有り得ないことである｡
この通達は, ｢相続税又は贈与税の課税関係は生じない｣ が結論でありそれだけのことで
ある｡ したがって, ｢当該従業員が負担していたものとして｣ の文言は, ｢相続税又は贈与
税の課税関係は生じない｣ の理由を説明しているに過ぎない｡ そういう意味 (相続税又は
贈与税のみを規定している) から, これはまさしく相続税法基本通達である｡
・・・・
結論として, この事案の課税当局の処理は, 当然のことながら所得税基本通達・法人税
基本通達・相続税法基本通達に従ったものであり支持したい｡
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 通常は, 所得税 (一時所得) の課税関係が生じることになるが, 相続税法基本通達であるので, そこまで言
及されていない｡
 相続税法基本通達３－17の ｢…当該従業員が負担したものとして…｣ の文言は, 香典等として正しく一定
の経済合理性があるから, 当該従業員が負担したものとした｡ 社会通念上, こういう保険料を法人が支払う
のを, 福利厚生とすることに社会的な合意があるのではないか｡
[抄 録]
本稿は, 租税法は各個別税法相互の整合性を考慮して解釈すべきであるとの立場から,
福岡高裁平成21年７月29日判決 (平成21年 (行コ) 第11号, 所得税更生処分等取消請求公
訴事件) を批判的に検討したものである｡
１ 事件の内容は次のとおりである｡ 法人が, その役員を保険金受取人, 保険料負担者
を法人とその役員がそれぞれ２分の１ずつとする養老保険に加入した｡ そして保険期間が
満了し役員が生存していたことに伴い, 役員は満期保険金を受領した｡ この満期保険金に
ついて, 役員に対して一時所得として所得税が課されることになる｡ その場合, 課税所得
を算出するに当たって, 収入金額は満期保険金の金額そのものであるが, その費用につい
て役員の負担した保険料が控除できることについては問題がないが, 法人の負担した保険
料が控除できるかがこの事件の争点である｡
２ 一時所得といっても, その所得の発生態様はさまざまであるので, 不動産所得, 事
業所得及び雑所得にあたるものとして所得税法34条２項は ｢その収入を得るために支出し
た金額｣ としたうえ, さらに, 括弧書で ｢その収入を生じた行為をするため, 又はその収
入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る｡｣ の限定を加えている｡ しかしなが
ら, このような規定ぶりでは, 経費として控除できるのは所得者本人 (本件では役員) が
負担した部分に限られるのか, 又は所得者以外の者が負担した部分も含まれるのか必ずし
も明らかではない｡
３ そこで, 所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号, 所得税基本通達34－
４等関連法令・通達等を検討した｡ 判決は, これらの関連法令・通達等の検討を通じて
｢所得税法34条２項は, 一時所得の計算における控除の対象を…規定しているが, その文
言上, 所得者以外の者が負担した部分も含まれるのかは, 必ずしも明らかではない｡ そし
て所得税法施行令183条２項２号本文は…生命保険契約等に基づく一時金が一時所得とな
る場合, 保険料又は掛金の 『総額』 を控除できるものと定めており, この文言からすると,
所得者本人負担分に限らず, 保険料等全額を控除できるとみるのが素直である｡…｣ とし
て納税者有利の判断を下した｡
４ これに対して, 筆者は同じく所得税法34条２項, 所得税法施行令183条２項２号,
所得税基本通達34－４等関連法令・通達等の検討を通じて, 逆の結論をえた｡ その根拠と
なるのは, 保険金の所得課税 (所得税・法人税・相続税 (贈与税)) 全体のスキームから
来るものである｡ もう一つは, 次に述べる所得税・法人税・相続税の相互代替関係である｡
所得税・法人税・相続税は同じ所得を課税物件とする租税であることを指摘した｡ ここ
から, 導かれることは所得課税の分野では, 一つの所得について所得税又は法人税又は相
続税 (贈与税) が重ねて課税されてはならないという法理である｡ 同じく, 経費について
も一つの経費について所得税又は法人税又は相続税 (贈与税) が重ねて控除されてはなら
ないという法理である｡ この法理は明文化されているものもあるが, そうでないものもあ
るが, この法理は尊重されるべき租税法上当然の理論である｡
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